
多重債務者相談キャンペーン2011フォローアップアンケート【回答様式】
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北海道 13 0 0 6 0 0 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 × × × × 3 0 0 12 21 2

青森県 0 2 7 0 2 0 0 2 1 0 0 6 0 0 1 0 0 0 0 2 0 × × × × × × × × × × × ○ ○ × × × × × × × × × 0 2 0 0 43 3

岩手県 50 50 × × × × ○ ○ × ○ × × × ○ × × × × × × × × × ○ 関係機関等を必要に応じて紹介しているが、その後のフォローアップ体制が整っていない。 82 14

宮城県 2 4 0 2 4 0 2 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 - - - - - - - - - - - - × × × × × × × ○ × × 2 0 0 0 13 2

秋田県 4 4 4 0 × × × × 4 6

山形県 0 38 0 0 38 0 0 38 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ○ × × × × × × ○ × × × ○ × × × × ○ ○ × × × × 0 8 0 2 33 20

福島県 0 29 0 0 21 0 0 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ × ○ × × × × ○ × × × × × 0 1 0 0 43 9

茨城県 0 7 0 0 7 0 0 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 × × × × ○ ○ × ○ × × ○ × ○ ○ × ○ × × × × 0 2 0 0 35 25

栃木県 0 3 0 0 2 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ○ × × ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 　 ○  × ○ ○ × ○ × × ○ × 0 0 0 0 23 1

群馬県 6 13 6 6 6 13 × × × × × × × × × × × × 相談員のスキル・経験不足（無料相談会では生活再建相談専門の相談員が対応するが、常設
窓口では一般の相談員が対応する。）

× ○ × × × ○ × × × × 5 28 10

埼玉県 21 21 21 0 ○ × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × × × × × × × ○ ○ × 2 0 58 18

千葉県 0 12 0 12 12 × × × × × × × × × × × × 本県では、生活再建相談業務をNPO法人に委託しているため、Q4のような問題は起きていない
が、こうした委託業務ができない場合は同様の問題が起きることが予想される。

× × × × × × × × × × 関係部署が不参加のため特段問題は起きていない。 9 35 9

東京都 0 2 0 0 2 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 × ○ × × × × × ○ × × ○ × × × × ○ ○ × × × × 0 0 0 47 53

神奈川県 0 9 0 0 7 0 0 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7 0 × × × × × × × × × × ○ 相談実施場所の確保 × ⑤　⑧ × × ○ × × × × × × × 0 2 0 0 24 0

新潟県 0 12 0 0 12 0 0 12 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 × × × ○ ○ × ○ ○ × × ○ FP協会に打診したが、県内に家計相談のできるFPが十分にいないため、対応が困難であった。 ○ × ○ × × × × × × × ○ セーフティネット制度が必要な相談者については、後日、市町村担当窓口へつなぐ事で、十分に連携ができていると感じる。0 12 0 3 31 13

富山県 0 38 0 0 21 0 0 17 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 × × × × × × × × × × ○ ○ × ○ × × × × × × × × 0 24 0 0 23 3

石川県 4 2 0 4 1 0 4 0 0 2 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × × × × × × × × × ○ セーフティネット制度紹介に係る需要があるかどうか判断できなかった。（パンフレットを関係部
署から提供してもらい相談会場に配置し対応）

1 0 0 0 7 3

福井県 11 11 5 0 ○ × × ○ ○ × × × × ○ ○ × × × × ○ × × × × 3 2 12

山梨県 0 23 0 0 23 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 - - - - - - - - - - - - - - × × × × - - - - - - - 0 4 0 0 23 0

長野県 0 18 0 0 18 0 0 18 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 18 0 ○ × × × × ○ × ○ ○ × × ○ ○ ○ ○ × ○ × × × × × 0 0 0 0 61 19

岐阜県 0 4 0 0 0 0 0 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 × × × ○ ○ ○ ○ × × ○ × ○ ○ ○ ○ ○ × × × × × ○ 無料相談会の実績から相談需要が少ないと思われる。 0 2 0 2 8 7

静岡県 0 83 0 0 78 0 0 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 × × × × ○ ○ × ○ ○ ○ ○ そもそも家計相談への対応は、相談員が所管する業務ではない。 ○ そもそも家計相談への対応は、相談員が所管する業務ではない。 × × × × × × × ○ × ○ 需用見込みや会場スペースを考慮した場合、関係機関が一同に集まり相談対応する大きなめりっとはが感じられない。0 1 0 25 129 26

愛知県 1 27 0 1 18 0 0 9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × ○ × × ○ ○ × ○ ○ × 0 7 0 3 42 10

三重県 1 1 1 ○ ○ 　 ○ ○ 1 4

滋賀県 5 5 5 ○ ○ × × × × ○ 社会福祉協議会は地元の窓口がセーフティネット制度の受付を行うことになっている。 5 16 3

京都府 22 22 × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × 36

大阪府 0 0 0

兵庫県 177 0 0 145 0 0 50 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 18 0 0 × ○ × ○ × × ○ ○ ○ ○ × ○ × × × × × × × × ○ × 17 0 0 0 177 11

奈良県 0 16 0 0 8 0 0 8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 × × × × × × × × × × × ○ × × × × × × × × × × 0 5 0 0 24 15

和歌山県 8 0 0 8 0 0 8 0 0 8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × × × × ○ × ○ ○ ○ × 8 0 0 0 5 0

鳥取県 0 3 0 0 3 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 × × × × × × × × × × × ○ × × × × × × × × × × 0 3 0 0 6 ×

島根県 0 4 0 0 2 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ○ × × ○ × × × × × × × × 専門家へ引き継ぐための窓口なので債権整理後のフォローは困難 ○ × × × ○ × × × × × 0 4 0 0 5 1

岡山県 0 2 0 0 2 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ○ × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ ○ × × × × ○ × × ○ ○ × × 0 2 0 0 6 2

広島県 7 7 7 7 1 24 10

山口県 1 1 1 1 ○ 1 1

徳島県 0 5 0 0 4 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ × 徳島県消費者情報センターにおいては、相談業務の中で家計相談を行うことを想定していない
ことから、②・③・⑤については不明

○ ○ ○ ○ × ○ × × × × × 0 3 0 0 5 0

香川県 0 2 0 0 2 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ○ × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × × × × ○ ○ × × × × 0 2 0 0 4 2

愛媛県 0 2 0 0 2 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ○ × × × × ○ × × × ○ ○ 事前予約制の相談会であるため、時間的制約がある。 ×
消費生活センターは多重債務専門の相談窓口ではなく消費生活相談窓口であり、必要最小限
の相談員を配置して相談業務に当たっているため、家計相談への対応まで求められるのは体制
上難しい。

× × ○ × ○ × × × × × 0 0 0 0 8 5

高知県 0 9 0 0 9 0 0 9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 × ○ × × × × × × ○ × ○ × × × × ○ × × × × 0 4 0 7 38 15

福岡県 0 125 0 0 95 0 0 30 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × 0 0 0 26 0 1

佐賀県 0 2 0 0 2 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 × × × × 0 2 0 0 11 0

長崎県 0 4 0 0 4 0 0 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 0 ○ × × × × × ○ × × × × × 相談員のスキル及び経験不足。 × × × × ○ × × ○ ○ × 0 2 0 6 11 4

熊本県 4 1 4 1 4 1 1 1 × × × × ○ × × × × ○ ○

相談会という限られた時間では、相談内容を聞き取り、
法律相談に繋げるまでしか対応できない。
家計相談については、本県で実施している多重債務者生活再生支援事業を委託しているグリー
ンコープ生活協同組合くまもとへ繋ぐこととしている。

○ × × ○ × × × × × × ○ 現行の相談会参加者数でも人数が多く、すべてのセーフティネット所管部署の参加になると、相
談会の規模から考えて難しいと思われる。

8 29 2

大分県 4 4 4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ × 消費生活相談窓口は、家計相談を受け付けることを想定していない。 × × × × ○ × × × × 3 2

宮崎県 0 6 0 0 6 0 0 6 0 0 0 7 0 0 0 0 0 7 0 0 0 ☓ ☓ ☓ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

本県における当該相談会は、消費生活相談員による事前相談を受けていない一般県民を対象
としており、相談機会の拡充を目的としている。また、当該相談会は、弁護士、司法書士による
法律相談を内容としており、家計診断まで対象とすることは難しい。なお、家計診断等の相談は
別事業で通年実施している。

○ × × × × ☓ ☓ ☓ ☓ ☓ ☓ 0 1 0 0 27 2

鹿児島県 0 5 0 0 5 0 0 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 × × × × × × × × × × × 該当なし × 該当なし × × × × × × × × × × 該当なし 0 0 0 0 15 3

沖縄県 0 5 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 ○ × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 相談員が家計管理相談まで実施できるスキルがない。（ＦＰ協会と連携して無料相談を実施） ○ × × × × × × × × × × 相談件数が少ないため他機関からの協力が得られにくい。 0 0 0 0 40 1

合計 220 638 7 181 528 4 86 265 1 11 0 13 2 0 1 0 0 7 24 54 0 41 120 0 144 1328 273

都道府県名 Q4⑪（具体的な問題点） Ｑ5 Q5（具体的な問題点） Q7⑥（具体的な問題点）
Q1 Q2 Q3 Q4 Q6 Q7 Q8 Q9
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合計

都道府県名

② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ① ② ③ ① ② ○ ② ③

0 3 3 0 3 4 6 12 無料相談会（１１／１２～１７、１１／２６～１２／２の計１３日間）の開催期間中に「道庁貸金業苦
情相談専用フリーダイヤル」を延長開設（月・金週２日→月～金週５日）

× ○ × ・新聞広告掲載（平成24年11月4日　北海道新聞　朝刊） ○ ×
・啓発資料作成・配布
　①若年者向け「自分ガードBOOK」【CASE.．10多重債務問題】
　②若年者向け・高齢者向け「こんなトラブル注意報！」

特になし × ○ ×

　多重債務の未然防止や再発防止のための活動にも力を入れるべきと考える。
　特に、幼児期も含む若年者層からの金銭教育と生活設計に係わる研修が必要である。
　また、債務処理後に、一定期間（１年以上等）にわたり、無料による生活設計や家計簿の付け
方の支援など、再び多重債務に陥らないようにするための支援活動、買い物依存症など医療面
からの理解と支援のため、医療分野と連携した研修の実施や啓発により、病気の早期発見・治
療への連携体制の構築なども検討すべきと思われる。

0 0 0 0 0 6 0 0 8 12 2 2 0 25 3 ○ ○ × 財務事務所、県庁及び県消費生活センターのＨＰへ掲載 × ○ × × ○

2 2 5 43 16 40 ○ ○ × コンビニにチラシ配布。新聞広告。テレビＣＭ。 ○ × 県のホームページで注意喚起。 ○ × ×

0 0 4 0 7 0 0 0 7 0 0 0 0 0 6 ○ ○ × ○公共機関にチラシを配布　　　　　　　　　　　　　　　　○新聞広報，ラジオ広報
○HPへ掲載　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○情報誌掲載

× ○ ×

6 6 × ○ × 報道機関への投げ込み、県ホームページへの掲載 × ○ ○ × ×

0 1 2 0 2 6 3 2 33 0 0 0 0 0 0 ○ ○ × 新聞、テレビ、ラジオ × ○ ○ × ×

0 2 1 0 0 6 6 19 9 0 0 0 0 0 2 ○ ○ × 県等ホームページへの掲載、報道機関へのプレスリリース等 × ○ 特になし × ○

今回のキャンペーンで実施した無料法律相談会２９回中、相談者無しが５回有り、また、相談件
数も極めて少なかった。（２９回実施、相談件数４３件）広報、周知の問題もあろうが、県を始め各
自治体や関係機関が不断に無料法律相談等を実施している現状から、キャンペーン中の特出
しの相談会は見直す時期に来ているのではないか。
また、不要とは思わないが、キャンペーン自体が形骸化しており、縮小する方向で見直す時期に
来ているものと考える。

0 0 1 0 2 7 0 0 12 0 16 0 0 0 0 特になし ○ ○ × 新聞広告，ラジオＣＭ，ホームページ，周知チラシ・ポスターの作成・掲出，市町村広報紙への掲載依頼○ × 相談会の来場者に対し，クレジットカードのショッピング枠の現金化に係る啓発チラシを配布した。特になし ○ ○ ×
キャンペーン実施主体を市区町村まで拡大し，役割分担をして相談会を実施する。
例）都道府県：弁護士・司法書士等の日程調整，全県的な広報の実施，市町村の技術的支援
　　 市区町村：相談会場の確保，事前予約の対応，当日の相談会運営

1 1 1 7 　 ○ ○ × 地元テレビ局、ラジオ局での番組・ＣＭの放送、新聞５紙に広告掲載 ○ × 県及び市町庁舎におけるパネル、ポスターの掲示 ○ × ×

1 5 13 4 24 ○ ○ × チラシ、ラジオ、新聞、フリーペーパーによる広報活動を行ったほか、労働団体の会合等に出向
き広報活動を行った。

○ × 消費者被害防止出前講座等で周知・広報を行った。 ○ × ×

1 6 5 7 1 13 7 ○ ○ × ○ ヤミ金看板の撤去 ○ × ×

2 5 14 2 駅前街頭啓発 ○ ○ ○ × リーフレットを駅前街頭啓発で配布 特になし

○ ○ × 交通広告 × ○ ○ × ×

1 0 0 0 3 3 7 10 3 0 0 0 0 0 8 ○ ○ × ・ポスター掲示　・チラシの作成、配布　・かながわ県民センターエレベーター内にチラシを掲示
・ハローワーク内でのチラシ配布

× ○ 　 ○ ×

0 1 0 0 4 10 2 4 不明 0 1 0 0 0 0 相談員研修会 ○ ○ × 県HP,新聞への掲載、チラシ作成、プレスリリース、開催市町村・関係機関への広報依頼 × ○ 当県の法テラスに確認したところ、当ポスターの存在も把握しておらず、また、実際に家計相談
は受け付けられないとのことであった。

○ × ×

0 0 0 0 0 3 0 0 10 0 0 0 0 0 0 なし ○ ○ × 新聞広告、チラシ、ニュース、民間の情報サイトでの告知、県の情報サイトでの告知 × × ○ × ○

0 0 0 0 1 3 0 0 1 1 0 0 0 0 0 なし ○ ○ × 街頭キャンペーンの実施、新聞・テレビ広報、ホームページ掲載、チラシ・啓発用品等配布 ○ × クレジットカードショッピング枠現金化防止チラシを街頭キャンペーンにおいて配布 特になし ○ ○ ×

14 6 特になし ○ ○ × 新聞、ラジオ、チラシ、インターネットによる広報 ○ × 特になし 相談会のニーズを勘案すれば、キャンペーンの必要性は相当低下してきていると感じる。常設
の相談窓口の広報を充実すれば良いのではないか。

0 0 0 0 0 0 0 23 0 0 0 0 0 0 23 無 ○ ○ × ・テレビスポット放送「くらしの情報」
・消費生活情報誌「かいじ号」

× ○ 無 ○ × ×

0 3 7 0 2 2 19 0 54 0 0 0 0 0 0 ○ ○ ×
・　市町村、関係機関に対しする広報依頼
・　テレビ、ラジオ、新聞による広報
・　ＨＰへの掲載

× ○ ○ ○ × 多重債務者の掘り起こしができる取組み

0 0 0 0 0 0 1 2 6 0 0 0 0 0 0 金融経済講演会「今、求められる消費者の自立」（講師宮川俊二氏）開催し、多重債務チラシ配布 ○ ○ 市町村広報紙に掲載依頼 ○ なし ○ 現在のキャンペーンを継続する。

0 3 3 1 6 11 38 69 63 1 18 0 0 2 18 強化キャンペーン用に啓発グッズを相談者に配布した。 ○ ○ × 地元ラジオ県政広報枠、新聞折込広報、県HP掲載、相談窓口でのチラシ配架、メールマガジン広報、チラシ街頭配布× ○

相談ウィーク期間中に設置した無料相談会場のうち、５会場で電話、窓口相談ともに０件、その
他会場でも総じて相談件数が少なく、特設会場を設置して実施する意義が薄れている。常設相
談窓口の充実強化や研修等による資質向上、窓口の周知広報、関係機関との連携強化を図る
ことが重要

3 0 0 0 2 12 3 11 18 1 1 0 0 0 3 ○ ○ × 記者発表、愛知県広報「広報あいち」掲載、県民生活課ホームページ掲載、消費生活情報紙「あ
いち暮らしっく」掲載、ラジオによる広報、街頭啓発

× ○ 特になし。 ○ × ×

4 4 年間をとおして多重債務者相談連携システムにより随時専門家（弁護士・司法書士）へ引き継いでいる。○ ○ 県HPや新聞に開催についての記事を掲載。 ○ ○ キャンペーン期間中の集中した啓発は有意義であるが相談会の開催は必要か、独自の取組が
あれば必要ないと考えます。

2 1 11 16 ○ ○ チラシ、市町広報誌 ○ ホームページ

36 36 × × ○ ○ × 若者向け啓発チラシの発行

× ○ 特になし ○ × ×

1 0 1 0 2 12 9 7 11 0 0 0 0 0 0 ○ ○ × ＨＰ、情報紙、地域ラジオ・防災無線での放送、記者発表、チラシ配布 × ○

0 2 0 0 0 1 6 0 10 0 0 0 0 0 0 多重債務者関係の啓発パネル展示（奈良県民ホールにおいて） ○ ○ × 新聞、広報誌、チラシ、ポスター等 ○ × 県ホームページにリンク先として掲載 特になし × ○ × キャンペーン期間中に、県及び市町村の消費生活相談窓口は、多重債務に関する相談を
いつでも受け付けているということに重点を置いた広報を実施

0 0 1 0 0 0 0 4 0 0 0 0 0 0 0 ○ ○ × 地元紙やＮＨＫによる宣伝 × × ○ × ×

× × × × × × 1 × 6 0 0 0 0 0 0 該当なし ○ ○ × 新聞掲載、大型ビジョン掲示 × ○ なし ○ × ×

0 0 0 0 1 2 0 0 1 0 1 0 0 0 0 なし ○ ○ × 新聞・テレビ・ラジオ・ＨＰ・電光掲示板 × ○ なし × × ○ なし

0 0 0 0 1 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 該当なし ○ ○ ×
FMラジオでの広報、AMラジオでの広報、報道発表、県ホームページへの掲載、市町村広報紙
等への掲載依頼

× ○ × 特段の意見なし ○ ○ ○
相談件数が減少していることから、無料法律相談会等の開催頻度の見直し等について、検討が
必要と考えている。

1 2 1 6 5 ○ ○ 街頭広報 ○

1 ○ 地域情報誌での広報 ○

0 1 0 0 1 2 1 0 1 0 0 0 0 0 0 ラジオ番組において、多重債務に関する情報を提供 ○ ○ × ホームページへの掲載、チラシの作成・配付、県政記者へのプレスリリース、メールマガジンへ
の掲載、新聞の情報欄掲載

○ × メールマガジンでの情報提供 特になし

Ｑ17①：多重債務者からの相談件数は、ここ数年大きく減少しており、無料相談会に代わる取り
組みに移行すべき時期にあると思われる。
Q17②：通常の相談業務の中で、多重債務相談についても随時受け付けていることから、関係
機関との連携により、相談窓口の情報を窓口まで辿り着けない人に届くよう広報を検討する。

2 ○ ○ × 新聞等の報道機関への情報提供 × ○

0 0 0 0 0 3 0 0 3 0 0 0 0 0 3 特になし ○ ○ × 県ホームページへの掲載、テレビ・ラジオによる広報、集客施設等へのチラシの設置、タウン情
報紙への掲載

× ○ 特になし × ○ ×
自治体に全国一律のポスターやリーフレットを配布するのではなく、国がテレビＣＭ等を活用して
多重債務に陥ったら消費者ホットラインに相談するよう案内すれば、早期解決に効果があると思
う。

0 2 0 0 3 20 0 5 23 0 0 0 0 0 0 特になし ○ ○ HP、リーフレットの配布、テレビ、ラジオでの広報 × ○ 特になし 【①について】　キャンペーンとしてではなく、無料相談会は定期的に行うことは重要と考える。
また、相談窓口の周知をすべきである。

0 0 24 0 1 0 0 0 18 0 0 0 0 0 8 × ○ × 県HPへの掲載、マスコミへの情報提供 × ○ × × ○

0 0 0 0 0 0 11 0 11 0 0 0 0 0 0 出前講座 ○ ○ × プレスリリース、ラジオ、街頭キャンペーン ○ × 出前講座

1 1 0 0 1 10 1 0 7 0 0 0 0 0 0
消費生活センターが行うヤング講座（学生等対象）及び消費生活学習会（消費者対象）のうち多
重債務に関するものについて、弁護士会、司法書士会、日本司法支援センター（対馬地域事務
所）とタイアップして行う。

○ ○ × 記者室への情報提供、県広報用誌掲載、新聞掲載（２社）、長崎市での街頭キャンペーン、金融
機関各店舗のＡＴＭコーナーへチラシの設置。

× ○

1 3 6 1 12 4 8 16 2 ○ ○ × 自治体HP、ﾌﾘｰﾍﾟｰﾊﾟｰ、ﾗｼﾞｵ、ﾃﾚﾋﾞ、関係機関でのﾎﾟｽﾀｰ、ﾁﾗｼ配置、
各種会議・研修会でのﾁﾗｼの配布・周知依頼

× ○ ○ ○ × 相談会実施とあわせて、国によるテレビやラジオ等のメディアを活用した
大々的な広報の取り組み。

1 1 2 ○ ○ × 県のホームページに掲載 × ○ × × ○ 既に相談窓口が整備され、特別な相談会を開催しても需要がない。

1 1 0 0 3 7 0 13 15 7 2 ☓ ○ ☓ チラシの作成・配布、記者発表、県庁ホームページ掲載、テレビ・ラジオによる広報 ☓ ○ 特になし ☓ ☓ ○

0 0 2 0 0 2 8 0 5 0 0 0 0 0 5

・ヤミ金融の電柱等に違法に掲示されたはり紙の撤去
・多重債務相談先啓発グッズの街頭配布
・多重債務の原因の一つである「依存症」について県民の理解を深め，多重債務者の生活再建
に関する
普及啓発を図ることを目的とした講演会
・市町村職員及び相談員向けの研修会

○ ○ × 県広報誌，新聞，ホームページ ○ × ・ヤミ金融の電柱等に違法に掲示されたはり紙の撤去
・県広報誌

特になし ○ ○ × 債務整理を行った後の家計管理相談を円滑に行えるよう，多重債務者相談強化キャンペーンの
実施主体として，ＮＰＯ法人日本フィナンシャル・プランナーズ協会を位置づける。

1 4 2 金融経済講演会の開催（金融広報委員会と連携して実施） ○ × × 関係機関等へのチラシの配布及び協力依頼 ○ × ヤミ金融チラシ除去活動、ヤミ金融及びｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ現金化の利用防止啓発活動を実施 なし × ○ ○ 啓発活動に重点を置いていくべきと考える。

12 35 65 8 53 183 200 274 509 15 41 2 0 36 85

Q17②（具体的な方法）Q12
Q1７Q10 Q11

Q13②（具体的な方法） Q14①（具体的な方法） Ｑ１５
Q14Q13



多重債務者相談キャンペーン2010フォローアップアンケート【回答様式】

まとめ

連携方法
共催団体（弁護士会、
司法書士会、法テラ
ス）

中小企業団体（商工
会、商工会議所、都道
府県中央会）

自治体関連部署 社会福祉協議会 医療機関

金融機関（公的金融機
関、銀行、信用金庫、
信用組合、労働金庫、
グリーンコープ生協・信
用生協）

その他

相談者を関係機関等に引き継ぐことと
なっている。

36 6 24 14 3 9 11

多重債務相談については、関係機関等
からの引継ぎを受けることとなっている。

14 5 19 13 3 8 7

相談の傾向などについての情報の交換
を行っている。

41 8 38 27 3 15 14

相談者に関係機関等の連絡先を紹介す
ることになっている。

42 14 36 28 6 14 15

関係機関等において、多重債務相談窓
口の連絡先を紹介することになってい
る。

27 8 33 24 4 13 11

関係機関等において、ポスター掲示や
リーフレット配布など、多重債務相談窓
口の広報を実施している。

41 13 40 36 9 20 19

多重債務相談窓口において、ポスター
掲示やリーフレット配布など、関係機関
の相談窓口や取組みについての広報を
実施している。

39 9 33 26 6 14 15

その他 7 4 5 5 4 3 3

特に何もしていない。 0 19 2 4 24 15 9
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